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商品売買の会計処理に関する一考察
石内孔治
はじめに
商品売買の会計処理あるいは会計処理を取り扱った優れた文献は後掲するように数多く
存在する。しかし、通説の費用動態観に基づく商品売買に関する処理は難解である。特に
商品３分法における「仕入」と「繰越商品」の関係、総勘定元帳への転記、商品売買に関
する精算表の理解は難解である。そこで本稿のⅠでは費用動態観に基づく商品売買の会計
処理の考え方を取り上げる。以下では商品売買の処理という。商品売買は一般商品売買と
特殊商品売買とに分けられるが、Ⅱでは費用動態観に基づく一般商品売買処理に内在する
問題点を明らかにする。Ⅲでは費用動態観に代わる価値動態観に基づく一般商品売買処理
の考え方を考察する。Ⅳ以後は紙幅の都合もあるので、特殊商品売買の中から試用品売買、
未着品売買、委託販売を取り上げることとし、Ⅳでは費用動態観に基づく試用商品売買の
処理に内在する難解さ、問題点を明らかにする。Ⅴでは費用動態観に代わる価値動態観に
基づく試用品売買処理を考察する。Ⅵでは費用動態観に基づく未着品売買の処理に内在す
る難解さ、問題点を明らかにする。Ⅶでは費用動態観に代わる価値動態観に基づく未着品
売買の処理を考察する。Ⅷでは費用動態観に基づく委託品販売の処理に内在する難解さ、
問題点を明らかにする。Ⅶでは費用動態観に代わる価値動態観に基づく委託品販売の処理
を考察する。最後に本稿のまとめを行うこととする。
なお、動態勘定学説の詳細については、畠中福一［1932］370頁以下を参照されたい。
Ⅰ　先行研究の商品売買処理の考え方
（1）費用動態観に基づく商品売買処理の原初認識＝第１次記録
先行研究の費用動態論あるいは費用動態観では、初めに費用ありきの考え方がとられる。
以下では費用動態論あるいは費用動態観を費用動態観という。費用動態観では財の取得を
「費用の塊」の取得とみる。そこで、財を取得した会計年度中にその財が消費されると思
われる場合には、財を取得した時点で直ちに費用として記録する。この財の取得時点の仕
訳のことを会計では「原初認識」あるいは「第１次記録」という（阪本安一［1975］３頁，
30-31頁）。これを次の①の取引例で具体的に説明する。
①Ａ社より商品40億円を購入し、代金は掛けとした。
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　仕　　訳　　（借）仕　　入　40　　　（貸）買　掛　金　40
先行研究の費用動態観では「財」を「費用の塊」とみて、「費用の塊」である「財」のうち、
財を取得した年度内にその財が販売または消費されると予測できる場合には、財を取得し
た時点で費用として処理が行われる。
商品のように財を購入した年度中に消費または販売されると思われる場合には、「財」
＝「商品」を購入した時点で、「商品の取得」＝「費用の発生」として「原初認識」＝「第
１次記録」がなされ、商品40億円がまずは費用系統の勘定科目である「仕入」40億円とし
て仕訳が行われるのである。
また、前期の売れ残り品が翌期首に引き継がれた場合には、期首の繰越商品は当期中に
販売されると見て、これも費用系統の勘定科目である「仕入」として仕訳が行われる。こ
れを次の②の取引例で具体的に説明する。
②Ａ社の期首の商品棚卸高は10億円であった。
　期首仕訳　　（借）仕　　入　10　　　（貸）繰　越　商　品　10
先行研究の費用動態観では、前期の売れ残り品の10億円は当期中に販売されると見て、
この10億円がまず費用系統の勘定科目である「仕入」として仕訳が行われる。この結果、
当期の仕入費用総額は①と②を加算した50億円となる。
（2）費用動態観に基づく商品売買処理の再認識＝第２次記録
期末に在庫品があるとすれば、在庫品は販売されずに売れ残ったのである。期末時点の
在庫品のことを費用動態観では「費用として解消しなかった」とか「費用の未解消部分」
などという。費用動態観では費用として解消しなかった資産を支出・未費用と定義し、費
用性資産と解釈するのである（足立典照［1994］51頁）。この在庫品は費用ではないので
あるから、在庫品の金額は仕入費用の総額から除去しなければならないのである。つまり、
期末の決算日に売れ残っている財の金額は仕入費用の総額から差し引いて、仕入費用の金
額を計算し直す必要があるわけである。そこで、期末において在庫品の金額を資産系統の
勘定科目である「繰越商品」へと記録し直すことを、会計では「再認識」あるいは「第２
次記録」という（阪本安一［1975］31-35頁）。これを次の③の取引例で具体的に説明する。
③Ａ社の期末の商品棚卸高は20億円であった。
　期末仕訳　　（借）繰　越　商　品　20　　　（貸）仕　　入　20
期末に在庫品がある場合には、仕入費用の金額を正確に測定する必要上、上記のように
①と②を加算した仕入費用の総額50億円から期末に売れ残った③の在庫品20億円を減産す
るのである。つまり、「原初認識」の総費用50億円から当期末に「再認識」＝「第２次記録」
した在庫品20億円を減算処理する。この結果、当期に費用となった正味額30億円が当期に
おいて「費用として解消した」＝「仕入費用」の最終確定値となる。
このように「原初認識」＝「第１次記録」において期首商品の10億円に、当期仕入の40
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億円を加算して求めた費用合計額50億円から、「再認識」＝「第２次記録」において期末
在庫品の20億円を減産して求めた30億円が、正しい最終費用額として確定される。すなわ
ち、次式の通りである。
期首費用10億円＋仕入費用40億円－期末未費用20＝当期仕入費用の正解値30億円
Ⅱ　費用動態観に基づく商品売買処理に内在する問題点
（1）費用動態観に基づく商品売買の仕訳に内在する問題点
費用動態観に基づく商品売買に関する仕訳、総勘定元帳への転記、精算表への記入を示
し、先行研究の仕訳に内在する難解さ、問題点を指摘すると次のようになる。
①Ａ社より商品40億円を取得し、代金は掛けとした。これの仕訳は次のようになる。
　仕　　訳＊1　　（借）仕　　　入　40　　　（貸）買　掛　金　40
＊1 この仕訳の借方に表示されている「仕入」は当期中に購入された商品の仕入原価
で、仕入費用への加算を意味する数値である。
②Ａ社の期首の商品棚卸高は10億円であった。
　期首仕訳＊2　　（借）仕　　　入　10　　　（貸）繰　越　商　品　10
＊2 この仕訳の借方に表示されている「仕入」は前期から当期に繰り越された期首商
品の原価で、仕入費用への加算を意味する数値である。
③Ａ社の期末の商品棚卸高は20億円であった。
　期末仕訳＊3　　（借）繰　越　商　品　20　　（貸）仕　　入　20
＊3 この仕訳の借方に表示されている「仕入」は売れ残った在庫商品の原価で、仕入
費用からの減産を意味する数値である。
④②Ｂ社へ手持ち商品の一部を38億円で掛けにて販売した。
　仕　　訳　　　（借）売　掛　金　　38　　　（貸）売　　上　38
まず、上記のように仕訳の①仕入は前期の売れ残り品の原価、②の仕入は当期中の原価、
③の仕入は当期末の売れ残り品の原価であることを見極めなければならない。これが第1
の難解さである。
（2）費用動態観に基づく一般商品売買の転記に内在する問題点
次に総勘定元帳の説明を行い、先行研究の第２の難解さを指摘する。
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繰越商品
期首繰越 10 仕　　入 10
仕　　入 20 次期繰越 20
仕　入＊4
繰越商品 10 繰越商品 20
買掛金 40 損　　益 ＊5 30
売　　上
損　　益 38 売掛金 38
損　益＊6
仕　　入＊7 30 売　　上 38
売上総利益 8
仕入元帳＊4の貸方に表示されている＊5の損益30億円と、損益元帳＊6の借方に表示さ
れている仕入＊7の30億円は、ともに売上原価を意味するのである。元帳名称が仕入と表
示されていて、売上原価と表示されてないこと、損益元帳＊7の借方において仕入という
科目が使用されていて、売上原価という科目が使用されていないことが、総勘定元帳の理
解を難解にしているのである。これが第２の難解さである。
（3）費用動態観に基づく一般商品売買の精算表に内在する問題点
次に、第３の難解さを精算表の記入で説明を行うと次のとおりである。
精　算　表（単位億円）
残高試算表＊8 修正記入＊10 損益計算書＊11 貸借対照表
繰越商品 10 ③20 ③10 40
売　　上 38 38
仕　　入＊9 ①40 ③10 ③20 30
売上総利益 ８
残高試算表欄＊8の借方に表示されている＊9の仕入に計上されている①の40億円は、「原
初認識」＝「第１次記録」により当期中に購入された商品を仕入費用として記録した仕入
原価を意味する数値である。
修正記入欄＊10の借方に表示されている③の10億円は前期の売れ残り品の原価で、これ
は当期中に販売されるとみて、この10億円を「原初認識」＝「第１次記録」により仕入費
用として記録した数値である。
修正記入欄＊10の貸方に表示されている③の20億円は、当期末に「再認識」＝「第２次
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記録」された売れ残り在庫品の原価で、仕入費用からの減産を意味する数値である。
損益計算書＊11の「仕入の行」の借り方に表示されている30億円は販売された商品の売
上原価を意味する数値である。
このように先行研究の費用動態観に基づく商品売買の仕訳では、商品の仕訳が「繰越商
品」、「仕入」、「売上」の３つに分割される。これを商品３分法といい、商品３分法では「仕
入」の数値には加算数値と減算数値とがありこれの見極めと、「繰越商品」の数値も加算
数値と減算数値とありこれの見極めと、「売上原価」を確定すること、これらが第１の難
解さである。また、総勘定元帳において売上原価という名称が一切使用されておらず、売
上原価を読み取ることが第２難解さである。そして、精算表では特に仕入には当期中に購
入された仕入原価を意味する仕入数値、前期の売れ残り品の仕入原価を意味する仕入数値、
販売された商品の売上原価を意味する仕入数値、これらの一連の見極めが第３の難解さで
ある。このほか、後述のⅣで指摘するように費用動態観には、特殊商品売買の仕訳に関し
て論理整合性をめぐる第４の問題点が存在する。
Ⅲ　価値動態観に基づく商品売買処理の考え方
（1）価値動態観に基づく商品売買処理の原初認識＝第１次記録
経営に投入された価値要素を有効に運用・活用することによってより大なる価値要素が
実現されるとの観方に立脚して、経営の実現した価値要素が貨幣金額で測定されるとする
価値測定観を価値動態観と呼ぶことにする。価値動態観は、初めに価値あるいは価値要素
ありきの考え方である。価値動態観では、生きている、機能中の価値あるいは価値要素を
資産と定義し、消費された機能済みの価値要素を費用と定義する。「価値要素」は「価値の塊」
ともいう。
価値動態観では、財の取得を「価値」あるいは「価値要素」の取得とみる。生きている、
あるいは機能している「価値」＝「価値要素」を取得した場合には、この取得した「財の価
値要素」を「原初認識」＝「第１次記録」において「資産」として類別し、取得した財が販
売財であれば、第１段階の「財」の取得時にまず資産科目の中の「商品」として種別する。
これを「仕訳」というのである。これを次の①の取引例で具体的に数値を使って説明する。
①Ａ社より商品40億円を購入し、代金は掛けとした。
　仕　　 訳　　　（借）商　　　品　40　　　（貸）買　掛　金 　40
価値動態観では、①の財＝商品を購入した時点では財の価値が生きている、機能してい
るとみて、第1段階の「原初認識」＝「第１次記録」では、財の取得時点において資産系
統の勘定科目である「商品」40億円と種別し仕訳が行われる。
また、前期の売れ残り品が翌期首に引き継がれた場合にも、期首商品の価値が生きてい
る、機能しているとみてこれを資産系統の勘定科目である「商品」と種別し仕訳が行われ
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る。これを次の②の取引例で具体的に数値を使って説明する。
②Ａ社の期首の商品棚卸高は10億円であった。
期首仕訳　　　（借）商　　品　10　　　（貸）前　期　繰　越　10
前期の売れ残り品が翌期首に引き継がれると、これが期首商品となる。価値動態観では
期首商品も価値が生きている財であるので、上記②のように借方は資産系統の勘定科目で
ある「商品」10億円と種別し仕訳が行われるのである。
①も②も生きている、機能中の価値要素とみて、第１段階の「原初認識」＝「第１次記
録」では資産系統の勘定科目である「商品」と種別し仕訳が行われるのである。すなわち、
①も②も資産系統の勘定科目である「商品」と命名される。
（2）価値動態観に基づく商品売買処理の再認識＝第２次記録
次に、第２段階では資産としての商品のうち、売上収益を実現するために消費された価
値要素は費用として類別され、さらに「売上原価」と種別される。これを「再認識」＝「第
２次記録」というのである。「再認識」＝「第２次記録」では同時に、当期において消費
されることなく生き続けている価値要素は資産として類別され、さらに「商品」と種別さ
れるのである。これを次の③の取引例で具体的に数値を使って説明する。
③ A 社は手持ち商品の一部を38億円で掛けにて販売した。その都度法では次のように
売上原価の仕訳も取引発生時に同時に行われる。
　仕　　　訳＊1　　（借）売　掛　金　　　38　　　（貸）売　上　38
　仕　　　訳＊2　　（借）売　上　原　価　30　　　（貸）商　品　30
このように価値動態観では、生きている、機能中の価値要素が資産と定義され、消費さ
れた機能済みの価値要素が費用と定義される。この定義に基づき、生きている、機能中の
価値要素は資産として類別される。そして、消費された機能済みの価値要素が費用として
類別される。
①と②の借方科目は第1段階の「原初認識」＝「第１次記録」において、資産系統の勘
定科目である「商品」と種別されたのである。
次いで、第２段階の「再認識」＝「第２次記録」について説明を行う。上記の③のよう
に期中において商品が販売された場合には、＊1の貸方表示されているように収益系統の
勘定科目である「売上」と種別する。＊2の借方に表示されているように費用系統の勘定
科目である「売上原価」と種別される。
なお、費用については、＊2に仕訳処理の方法として「その都度法」が採用されている
場合には、＊1の貸方科目の売上（収益）と、＊2の借方科目の売上原価（費用）とが対比
されて売上総利益８億円が測定されるのである（太田正博［1996］86-87頁）。
しかし、仕訳処理の方法として「期末一括法」が採用されている場合には、期中は＊1
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の貸方科目の売上（収益）の記録だけが行われる。＊2の借方科目の売上原価の仕訳は期
中には行われずに、期末の決算日に行われる。決算日に売上（収益）38億円と売上原価（費
用）30億円とが対比されて売上総利益８億円が測定されるのである。
これより一般商品売買の仕訳に関する費用動態観に基づく会計処理に代わる、価値動態
観に基づく新たな会計処理を提示することとしたい。
（3）価値動態観に基づく商品売買に関する仕訳
本稿では、この価値動態観に基づき資産としての「商品」勘定と、費用としての「売上
原価」に分類する仕訳について展開するものである。先行研究の費用動態観に代わる価値
動態観に基づく仕訳では、商品の売買取引は次のように仕訳される。ここでは「その都度
法」と「期末一括法」により具体的に数値を使って説明を行う。価値動態観に基づく勘定
科目には下線を付すことにする。
①Ａ社より商品40億円を取得し、代金は掛けとした。次のように「原初認識」＝「第１
次記録」では借方が資産＝商品の取得として仕訳される。
　仕　　　訳＊3　　（借）商　　品　40　　　（貸）買掛金　40
＊3の仕訳の借方は資産の取得を意味する。
②Ａ社は手持ち商品の一部を38億円で掛けにて販売した。その都度法では次のように売
上原価の仕訳も期中の取引発生時に同時に行われる。
　仕　　　訳＊4　　（借）売掛金　　38　　　（貸）売　　上　38
　仕　　　訳＊5　　（借）売上原価　30　　　（貸）商　　品　30
③決算日となり決算整理仕訳を行う。ただし、期首の商品棚卸高は10万円とする。
　期首商品の仕訳　　（借）商　　品　10　　　（貸）前期繰越　10
　期末商品の仕訳　　（借）次期繰越　20　　　（貸）商　　品　20
上記の＊5は、売上原価30億円の仕訳を「その都度法」で行った場合の仕訳である。期
中において＊5の売上原価30億円と、＊4の売上38億円との対比が行える。売上総利益が
８億円であることが取引の都度に把握できる。＊5の売上原価30億円は費用の発生を意味
し、＊4の売上38億は収益の発生を意味する。＊5の貸方の商品は資産の減少を意味する。
なお、「期末一括法」で仕訳する場合には、期中では＊5の仕訳を行わずに、期末に＊5
の売上原価の決算仕訳を行う。期中には売上原価の仕訳は行わない。これが価値動態観に
基づく一般商品売買に関する仕訳の説明である。この価値動態観に基づく仕訳を勘定記入
で示すと次のようになる。
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（4）価値動態観に基づく商品売買の転記
商　　品
前期繰越 10 売上原価＊Ａ 30
買掛金 40 次期繰越＊Ｅ 20
売上原価
商　　品＊Ｂ 30 損　　益＊Ｃ 30
売　　上
損　　益＊イ 30 売掛金＊ア 30
損　　益
売上原価＊Ｄ 30 売　　上＊ウ 38
売上総利益＊エ 8
価値動態観に基づく仕訳の総勘定元帳への転記は上記のとおりである。商品元帳の借方
は商品の前期繰越額10億円と期中の購入額40億円の合計50億円から、貸方に表示されてい
る売上原価30億円（＊Ａ）を減産した差額20億円（＊Ｅ）が在庫品の次期繰越金額である。
商品元帳の貸方の売上原価30億円（＊Ａ）が売上原価元帳の借方の30億円（＊Ｂ）へ移
記され、これがさらに貸方30億円（＊Ｃ）へ移記され、最後に損益元帳の借方の売上原価
30億円（＊Ｄ）へ移記されている。
売上元帳の貸方38億円（＊ア）が借方38億円（＊イ）へ移記され、さらに損益元帳の貸
方38億円（＊ウ）へ移記されている。
こうして、損益元帳の貸方38億円（＊ウ）と借方30億円（＊Ｄ）の貸借差額の８億円（＊
エ）が売上総利益として確定される。
（5）価値動態観に基づく商品売買の精算表
また、精算表では次のように記入され、「売上原価の行」で売上原価を求めるのである。
精　算　表（単位億円）
残高試算表 修正記入 損益計算書 貸借対照表
商 　 　 品 50 30 20
売 　 　 上 38 38
売 上 原 価 30 30
売 上 総 利 益 8
上記の精算表を用いて先行研究の費用動態観に内在する仕訳の難解さが、価値動態観に
よって改善されるということを説明する。精算表の残高試算表欄の借方における商品50億
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円は前期の売れ残り品10億円と当期中に取得された商品40億円の合計額50億円である。価
値動態観では、まず、「財の取得」＝「価値要素の取得」の時点において、価値要素が生
きている場合には「原初認識」＝「第１次記録」で商品50億円が「資産」として計上され
る。この商品50億円のうち、修正記入欄の借方に表示されている30億円が当期に販売・消
費された商品の価値要素の30億円であり、これが「費用」＝「売上原価」となり、この30
億円が「売上原価の行」の借方へ移記される。そして同時に、「原初認識」＝「第１次記録」
された「商品」50億円と、「再認識」＝「第２次記録」された売上原価30億円との差額20
億円は在庫品として価値が生き続けている、機能中の価値要素であるので、これが「資産」
＝「商品」20億円として貸借対照表の借方へ移記されている。
損益計算書の貸方に表示されている売上38億円と損益計算書の借方に表示されている30
億円との差額が売上総利益８億円である。
他企業より購入・取得した価値要素は第１段階の「原初認識」＝「第１次記録」におい
て資産＝商品50億円が記録される。この商品50億円が経営活動においてダイナミックに利
用、活用される。そこで、第２段階の「再認識」＝「第２次記録」において仕訳という処
理方法によって、当期の収益を獲得するために消費され、機能済みとなった価値要素部分
＝売上原価と、翌期以降にも生き続けて機能する価値要素部分＝商品とに峻別するのであ
る。以上により、価値動態観に基づく仕訳を取り入れることで、費用動態観に基づく一般
商品売買に内在する難解さ、問題点を克服できたといえる。
次に、価値動態観に基づく仕訳を特殊商品売買にも適用することで、費用動態観に基づ
く特殊商品売買に内在する難解さ、問題点を克服することとしたい。
Ⅳ　費用動態観に基づく試用品売買の処理
（1）費用動態観に基づく試用品売買の仕訳
先行研究の費用動態観による仕訳は次のとおりである。（手許商品区分法でＢ社の仕訳
を行う）
①Ｃ社は原価１台30億円円の商品（売価38億円）を２台得意先のＤ社へ試送した。
　仕　　訳1＊　　（借）試用品　60　　　（貸）仕　入　60
＊1 では費用としての仕入が、資産としての試用品へと変更されていることを意味す
る。借方を資産としての試用品とするこの仕訳は、次のように費用動態観の論理
が不徹底である。すなわち、「原初認識」＝「第１次記録」で費用処理した仕訳が、
期末の「再認識」＝「第２次記録」ではなく、期中において資産処理へと変更さ
れることは、費用動態観に基づく処理が貫徹されていないことを意味する。これ
は会計処理の整合性に関わる問題点である。
②上記商品のうち１台については、Ｄ社より買取りの意思表示があった。
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　仕　　　訳 （借）試用販売売掛金　38　　（貸）試用品売上　38
　仕　　　訳＊2 （借）仕　　入　　　　30　　（貸）試用品　　　30
＊2 では借方に表示されている仕入30億円は売上原価を意味する。貸方の試用品30億
円は資産の減少を意味する。
③Ｃ社は残りの１台についてＤ社より返品を受けた。
　仕　　　訳＊3 （借）仕　　入　　　　30　　（貸）試用品　　　30
＊3 の借方に表示されている仕入30億円は売上原価ではなく、売れ残りの試用品30億
円が仕入費用へと戻されたことを意味する。
 このように上記、②の＊2に表示されている「仕入」の意味と、③の＊3に表示さ
れている「仕入」の意味が異なる。このことを的確に素早く見極めるのは容易い
ではない。この難解さは「仕入」という同一の勘定科目が使用されることに起因
している。
④決算日となり、決算仕訳を行う。なお期首商品の有高は10億円である。
　期首商品の仕訳＊4　　（借）仕　　入　　10　　（貸）繰越商品　10
　期末商品の仕訳＊5　　（借）繰越商品　　40　　（貸）仕　　入　40
＊5 の期末商品の仕訳が期末に行われることは説明できるが、何故、＊4に表示されて
いる期首商品の仕訳が期末時点で行われるのかを説明することは容易ではない。
（2）費用動態観に基づく試用品売買の転記
試用品
仕　　入 30 仕　　入 30
仕　　入 30
仕　　入
繰越商品 10 試送品 60
買掛金 60 繰越商品 40
試用品 30 損　　益 30
試用品 30
繰越商品
前期繰越 10 仕　　入 10
仕　　入 40 次期繰越 40
売　　上
損　　益 38 売掛金 38
損　　益
仕　　入 30 売    上 38
売上総利益 8
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上記の総勘定元帳には売上原価という科目名が一切採用されておらず、費用動態観に基
づく「仕入」から売上原価を見極めることは、一般商品売買と比較すると特殊商品売買の
方がさらに難解である。
（3）費用動態観に基づく試用品売買の精算表
また、精算表の記入は次のようになる。
精　算　表（単位億円）
残高試算表 修正記入 損益計算書 貸借対照表
繰 越 商 品 10 ④40 ④10 40
試 用 品 ①60 ③30
③30
売　　　 上 ②38 ②38
仕　　　 入 60 ④10 ①60 30
②30 ④40
②30
売 上 総 利 益 8
上記の先行研究の費用動態観に基づく精算表では、修正記入欄の「繰越商品の行」に表
示されている借方の④40億円と貸方の④10億円の理解、「試用品の行」に表示されている
借方の①60億円と貸方の２つの③30、③30の理解、「仕入の行」に表示されている借方の
④10、２つの②30、②30と貸方の①60、④40の理解、これらの違いを見極めることは、一
般商品売買の場合よりも特殊商品売買の方がさらに難解である。数字の流れが複雑すぎる
のである。このように費用動態観に基づく試用品売買の処理には難解さと仕訳の論理整合
性に関する問題点が存在するのである。
Ⅴ　価値動態観に基づく試用品売買の処理
（1）価値動態観に基づく試用品売買の仕訳
ところが、本稿の価値動態論に基づき次のように仕訳すれば論理一貫した説明と処理が
可能であるし、理解も容易である。なお、期首商品の有高は10億円とする。価値動態観に
基づく仕訳は次のとおりである。（Ｇ社の仕訳を取り上げる）
①Ｃ社は１台20万円の商品（売価28万円）３台を得意先のＤ社へ試送した。
　仕　　　訳＊1　　（借）試用品　60　　　（貸）商　品 　60
＊1 の仕訳は、手持ち資産の商品60億円が出荷されたが、所有権を有する出荷者に帰
属する資産としての試用品60億円へと資産同士の移動であり、「原初認識」＝「第
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１次記録」次元での仕訳に論理矛盾がない。販売のために出荷した商品の権利は
出荷者に帰属するので、科目名称を資産としての「商品」から実態を適切に表す
資産としての「試用品」へと科目変更したことを意味する仕訳である。
②上記商品のうち２台については、Ｄ社より買取りの意思表示があった。
　仕　　　訳 　（借）試用販売売掛金　38　　（貸）試用品売上　38
　仕　　　訳＊2 　（借）売上原価　　　　30　　（貸）試用品　　　30
＊2 の「その都度法」によるこの仕訳の2行目、貸方は試用品の販売が実現したので資
産からコストを意味する費用＝売上原価が借方で認識されたことを意味する。科
目名称も仕入ではなく売上原価が使用されているので、理解、識別も容易である。
③Ｃ社は残りの1台についてＤ社より返品を受けた。
　仕　　　訳＊3 　（借）商　品　30　　　（貸）試用品　30
＊3 の仕訳の借方は売れ残った「試用品」を手持ちの「商品」へと変更したことを意
味する。先行研究の費用動態観のように借方の科目名称が「仕入」ではなく、「商
品」という科目名称であるので、出荷先から所有主の手元に「商品」が戻ったこ
とが容易に理解できる。また、一貫して資産間の移動で説明ができるので、論理
に矛盾がないのである。
④期首の商品棚卸高は60万円、期末の商品棚卸高は30億円とする。
　期首商品仕訳＊4　　（借）商　　品　60　　　（貸）前期繰越　60
　期末商品仕訳＊5　　（借）次期繰越　30　　　（貸）商　　品　30
＊4 の仕訳は期首に、＊5の仕訳は期末に行う。
＊4 の期首繰越額60億円から＊5の次期繰越額30億円を差し引いた残額30億円が販売
された商品の売上原価となるのである。以上を総勘定元帳へ転記すると次のよう
になる。
（2）価値動態観に基づく試用品売買の転記
勘定記入をその都度法で行うこととする。
試用品
商　　品 60 売上原価 30
商　　品 30
商　　品
前期繰越 60 試送品 60
試用品 30 次期繰越 30
売上原価＊4
試用品 30 損　益 30
売　　上
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損　　益 38 売掛金 38
損　　益
売上原価＊5 30 売　　上 38
売上総利益 8
上記＊4には売上原価元帳という表記がなされており、＊5にも売上原価という科目名が
使用されているので、「仕入」から売上原価を見極める難解さが解消されている。また、
費用動態観では出荷前の費用系統の「仕入」が出荷時に資産系統の「試用品」へと科目属
性が変更される。その後、返品の受領時には資産系統の「試用品」から費用系統の「仕入」
へと科目属性が戻される。さらに、決算仕訳では費用系統の「仕入」から資産系統の「繰
越商品」へと科目属性が変更される。このように費用動態観の場合には仕訳論理が一貫せ
ず、仕訳論理の整合性という点で問題がある。これに対して、価値動態観では期首も期中
においても資産系統の科目属性で一貫しているので仕訳論理の整合性が保たれているので
ある。
（3）価値動態観に基づく試用品売買の精算表
以上の価値動態観に基づく①②③の仕訳を精算表へ記入し、その内容を説明すると次の
ようになる。
精　算　表（単位億円）
残高試算表 修正記入 損益計算書 貸借対照表
商 　 　 品 70 ②30 40
売 　 　 上 ②38 ②38
売 上 原 価 ②30 ②30
売 上 総 利 益 8
価値動態論に基づく精算表では、残高試算表欄に表示されている「商品の行」の借方に
表示されている70億円のうち、販売された商品は②30億円であるので、これを70億円から
差し引くと、売れ残り品の金額は40億円となり、これが貸借対照表の借方へ資産を意味す
る商品40億円として計上される。
販売された財30億円は消費されて費用としての売上原価となる。これが修正記入の３行
目の「売上原価の行」借方に表示されている②の30億円であり、この30億円が損益計算書
の借方へ②30億円として計上されている。
残高試算表の２行目の「売上の行」の貸方に表示されている売上38億円は、収益である
から損益計算書の貸方へ38億円が計上されている。この貸方の売上38億円と、損益計算書
の３行目の「売上原価の行」の借方に表示されている売上原価30億円との差が売上総利益
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８億円である。価値動態論に基づく精算表の方が先行研究の費用動態観に比べると、数字
の流れが簡潔であり難解さが緩和されているといえるであろう。
なお、解答としては、次の精算表も正解である。
精　算　表（単位億円）
残高試算表 修正記入 損益計算書 貸借対照表
商 　 品 70 ③30 ①60 40
試 用 品 ①60 ②30
③30
売 　 上 ②38 ②38
売 上 原 価 ②30 ②30
売 上 総 利 益 8
Ⅵ　費用動態観に基づく未着品売買の処理
（1）費用動態観に基づく未着品売買の仕訳
先行研究の費用動態論に基づく３分法では、①商品の仕入時には費用の勘定である「仕
入」勘定が使用され、②商品の販売時には「売上」勘定が使用され、③決算時には在庫商
品に「繰越商品」勘定の３つの勘定が使用される。特殊商品売買の一つである未着品売買
を例としその仕訳について内在する難解さを指摘する。期首商品の有高は10億円とする。
①Ｅ社から船便で商品60億円を仕入れるにあたり、30億円の船荷証券２通を受け取り、
代金は掛けとした。
　仕　　　訳1＊　（借）未着品　60　　　（貸）買掛金　60
＊1 の費用としての仕入が、資産としての未着品へと変更されていることを意味する。
借方を資産としての未着品とするこの仕訳は、次のように費用動態観の論理が不
徹底である。すなわち、「原初認識」＝「第１次記録」で費用処理した仕訳が、期
末の「再認識」＝「第２次記録」とは異なる期中において未着品として資産処理
へと変更されることは、費用動態観に基づく処理が貫徹されていないことを意味
する。費用動態観を貫くのであれば、借方は未着品仕入が妥当と思われる。ここ
に仕訳処理に関する論理整合性の問題点が存在する。
②先に受け取っていた船荷証券のうちの１通30億円を38億円でＦ社へ販売し、代金は掛
けとした。
　仕　　　訳 　（借）売掛金　38　　　（貸）未着品売上　38
　仕　　　訳2＊ 　（借）仕　入　30　　　（貸）未　着　品　30
＊2 の仕訳における借方の仕入30億円は仕入費用ではなく、売上原価を意味する。
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③当社は船会社より商品が到着したとの連絡を受け、船荷証券１通を提示し商品を受け
取った。
　仕　　　訳3＊　　（借）仕　入　30　　　（貸）未着商品　30
＊3 の仕訳における借方の仕入30億円は船が到着したので引き取った商品の「仕入原
価」＝「仕入費用」を意味する。
このように②にも③にも「仕入」という科目名称が使用されるので、読者は②の仕入30
億円と③の仕入30億円とを読み取らなければならない。ここが必ずしも容易ではないの
である。
④決算日となり、決算仕訳を行う。
　期首仕訳　　（借）仕　　入　10　　　（貸）繰越商品　10
　期末仕訳　　（借）繰越商品　40　　　（貸）仕　　入　40
上記の②の仕訳は「その都度法」と言われ仕訳であるが、この一連の仕訳のうち、②の
＊2に表示されている借方の「仕入」30億円は売上原価を意味する数値である。これに対
して③の＊3に表示されている「仕入」30億円は仕入原価を意味する数値である。そして
④の「仕入」の本質は売れ残り商品を把握するための「仕入原価」＝「仕入費用」からの
減算を意味する数値である。このように、先行研究の費用動態観に基づく商品３分法では、
仕入という科目の持つ意味を正確に読み取らなければならず、難解な仕訳である。
（2）費用動態観に基づく未着品売買の転記
未着品
買掛金 60 仕　　入 30
仕　　入 30
仕　　入
繰越商品 10 繰越商品 40
未着品 30 損　　益 30
未着品 30
繰越商品
前期繰越 10 仕　　入 10
仕　　入 40 次期繰越 40
売　　上
損　　益 38 売掛金 38
損　　益
仕　　入 30 売　　上 38
売上総利益 8
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（3）費用動態観に基づく未着品売買の精算表
また、精算表の記入は次のようになる。
精　算　表（単位億円）
残高試算表 修正記入 損益計算書 貸借対照表
商 　 品 10 ③30 40
未 着 品 60 ②30
③30
売 　 上 ②38 ②38
仕 　 入 ＊ A ②30 ②30
売 上 総 利 益 8
上記精算表の「仕入の行」に表示されている修正記入②の30億円も損益計算書の30億円
もともには売上原価を意味する。しかし、もしも残高試算表の借方の＊Ａに仕入金額が計
上されるとこの数字は売上原価ではなくて、仕入原価を意味するのである。先行研究の費
用動態観では、精算表において仕入という科目が使用されるために、難解であり「仕入の
行」に表示されている数字の判別に留意を要するのである。
Ⅵ　価値動態観に基づく未着品売買の処理
（１）価値動態観に基づく未着品売買の仕訳
この先行研究の費用動態観に代えて価値動態観で未着品売買の仕訳及び勘定記入を行う
と次のようになる。
①Ａ社から船便で商品60億円を仕入れるにあたり、@30億円の船荷証券２通を受け取り、
代金は掛けとした。
　仕　　　訳＊1 　（借）未着品　60　　　（貸）買掛金　60
＊1 の価値動態観に基づく仕訳では初めに資産ありきであり、借方が資産を意味する
未着品で仕訳されており妥当な科目名称である。
②先に受け取っていた船荷証券のうちの１通30億円を38億円で B 社へ販売し、代金は
掛けとした。
　仕　　　訳 　（借）売掛金　　38　　　（貸）未着品売上　38
　仕　　　訳＊2 　（借）売上原価　30　　　（貸）未着品　　　30
＊2 の仕訳の２行目、借方の科目名称が仕入でなく、売上原価である。名称が取引の
実態体を表しており売上原価でることを明瞭に読み取れる。
③船会社より商品が到着したとの連絡を受け、船荷証券１通を提示し商品を受け取った。
　仕　　　訳＊3 　（借）商　品　30　　　（貸）未着商品　　30
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＊3 の仕訳における借方の科目名称が「仕入」ではなく、「商品」となっているので、
価値の取得を意味する資産であることが容易に読み取れる。
このように②の＊2にも③の＊3にも「仕入」という科目名称は使用されていない。した
がって、先行研究の費用動態観とは異なり、価値動態論に基づく仕訳の場合には、読者が
②の＊2に表示されている借方の仕訳は販売の成立により売上原価30億円が確定したこと
を意味する。③の＊3仕訳では借方の科目名称が「商品」とされているので、この30億円
は資産である価値の取得を意味する商品が到着したことを容易に読み取ることができる。
④期首商品10億円、期末商品40億円とする。
　期首商品仕訳＊4　　（借）商　　品　10　　（貸）前期繰越　10
　期末商品仕訳＊5　　（借）次期繰越　40　　（貸）商　　品　40
上記の仕訳はその都度法と言われ仕訳であるが、この一連の取引を期末一括法で仕訳す
る場合には、③の＊3の仕訳は行わずに、決算日に＊6の仕訳が次のように加わるのである。
　期首商品仕訳＊4　　（借）商　　品　10　　（貸）前期繰越　10
　期末商品仕訳＊5　　（借）次期繰越　40　　（貸）商　　品　40
　売上原価仕訳＊6　　（借）売上原価　30　　（貸）商　　品　30
＊4 の仕訳は期首に、＊5と6の仕訳は期末に行う。
（2）価値動態観に基づく未着品売買の総勘定への転記
次に、勘定記入を行う。仕訳はその都度法とする。
未着品
買掛金 60 売上原価 30
商　　品 30
商　　品
前期繰越 10 次期繰越 40
未着品 30
売上原価
未着品 30 損　　益 30
売　　上
損　　益 38 売掛金 38
損　　益
売上原価 30 売　　上 38
売上総利益 8
このように損益元帳の借方に表示されている科目名称が仕入ではなく、売上原価が使用
されているので、専門知識がなくても売上総利益８億円に至るまでのプロセスも含めて理
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解が容易である。
（3）価値動態観に基づく未着品売買の精算表
また、精算表の記入は次のようになる。
精　算　表（単位億円）
残高試算表 修正記入 損益計算書 貸借対照表
商 　 品 10 ③30 40
未 着 品 60 ②30
③30
売 　 上 38 38
売 上 原 価 ② 30
売 上 総 利 益 8
価値動態論に基づく精算表では、残高試算表欄に表示されている商品の借方10億円に
③の未着品の到着分30億円を加算した合計40億円が当期の売れ残りの商品として貸借対
照表の借方へ移記される。残高試算表欄に表示されている未着品の借方60億円は②の売上
原価30億円、③の商品30億円と相殺されて0となる。
②の販売された財30億円は消費されて費用としての売上原価となり損益計算書の借方へ
移記される。売上38億円は収益であるから損益計算書の貸方へ計上される。この貸方の売
上収益38億円と借方の売上原価30億円との差が売上総利益８億円である。価値動態論に基
づく精算表の方が先行研究の費用動態観に比べると、数字の流れも容易に読み取れるであ
ろう。
なお、解答としては、次の精算表も正解である。
精　算　表（単位億円）
残高試算表 修正記入 損益計算書 貸借対照表
商 　 品 70 ③30 40
売 　 上 38 38
売 上 原 価 ③30 30
売 上 総 利 益 8
Ⅶ　費用動態観に基づく委託販売の処理
（1）費用動態観に基づく委託販売の仕訳
費用動態観に基づいて委託販売の仕訳を行うと次のようになる。
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①Ｇ社は、Ｈ社に商品60億円（売価76億円）を委託販売のため、積送した。
　仕　　訳＊1　　（借）積送品　60　　　（貸）仕　　入　60
＊1 では費用としての仕入が、資産としての積送品へと変更されていることを意味す
る。借方を資産としての積送品とするこの仕訳は、次のように費用動態観の論理
が不徹底である。すなわち、「原初認識」＝「第１次記録」で費用処理した仕訳が、
期末の「再認識」＝「第２次記録」とは異なる期中において積送品として資産処
理へと変更されることは、費用動態観に基づく処理が貫徹されていないことを意
味する。費用動態観に基づくのであれば、借方は積送品仕入というように費用処
理が妥当と思われる。これが費用動態観に基づく委託販売の仕訳に内在する問題
点である。
②Ｈ社より受託品の半分を38の売価で販売し、代金は掛けとした旨、売上計算書をＧ社
は受け取った（その都度法で仕訳を行う）。
　仕　　訳＊2 　（借）積送売掛金　38　　　（貸）積送品売上　38
　　　　　　 　（借）仕　　　入　30　　　（貸）積送品　　30
＊2 の仕訳における借方の仕入30億円は仕入費用ではなく、売上原価を意味する。
③Ｇ社は残りの商品については、Ｈ社より返品を受けた。
　仕　　訳＊3 　（借）仕　　　入　30　　　（貸）積送品　　30
しかし、＊3の借方に表示されている仕入30億円は売上原価ではなく、売れ残りの積
送品30億円が仕入費用へと戻されたことを意味する。
このように上記、②の仕入の意味と、③の仕入の意味が異なる。このことを的確に素早
く見極めるのは容易いではない。この難解さは仕入という同一の勘定科目が使用されるこ
とに起因している。　　　
④決算日となり、決算仕訳を行う。なお、期首商品は10億円とする。
　期首仕訳＊4 　（借）仕　　入　10　　　（貸）繰越商品　10
　期末仕訳 　（借）繰越商品　40　　　（貸）仕　　入　40
期末時点において、期末商品の仕訳を行うことは説明できるが、何故、＊4の期首商
品の仕訳を期末時点で行うのかを説明することは容易ではない。
以上のうち、上記の仕訳はその都度法と言われ仕訳であるが、この一連の仕訳のうち、
②の借方の「仕入」の本質は売上原価への加算を意味する仕訳である。これに対して③の「仕
入」の本質は仕入費用への加算を意味する仕訳である。そして④の「仕入」の本質は売れ
残り商品を把握するための「仕入費用」への加算や減算を意味する仕訳である。このよう
に、先行研究の費用動態観に基づく商品３分法では、仕入という勘定の持つ本質を正確に
読み取らなければならず、難解な仕訳である。
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（2）費用動態観に基づく委託販売の転記
積送品
仕　　入 60 仕　　入 30
仕　　入 30
仕　　入＊Ａ
繰越商品 10 繰越商品 40
積送品 30 損　　益 30
積送品 30
売　　上
損　　益 38 売掛金 38
損　　益
仕　　入＊Ｂ 30 売　　上 38
売上総利益 8
＊Ａのように仕入元帳の名称が「仕入」であるために、貸方の損益30億円が売上原価で
あることを読み取ることは容易ではない。また、損益元帳の＊Ｂに表示されている借方の
科目名称が「仕入」となっているので、これを売上原価と読み取らなければならず、これ
らも難解である。
（3）費用動態観に基づく委託販売の精算表
また、精算表の記入は次のようになる。
精　算　表（単位億円）
残高試算表 修正記入 損益計算書 貸借対照表
商 　 品 10 ③30 40
積 送 品 60 ②30
③30
売 　 上 ②38 ②38
仕 入 *A ②30 ②30
売 上 総 利 益 8
上記の精算表の「仕入の行」に表示されている修正記入欄②の30億円は仕入原価を意味
する数値であり、損益計算書欄の②の30億円は売上原価を意味する数値である。しかし、
もしも残高試算表欄の借方の＊Ａに「仕入」の金額が計上されている場合には、この数字
は売上原価ではなくて、仕入原価を意味するのである。先行研究の費用動態観では、精算
表において「仕入」という科目が使用されるために、「仕入の行」に表示されている数値
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の判別が難解であり留意を要するのである。
Ⅷ　価値動態観に基づく委託販売の処理
（1）価値動態観に基づく委託販売の仕訳　
価値動態論では次のように仕訳を行う。異なる部分に下線を引くことにする。
①Ｃ社はＤ社に商品60億円（売価76億円）を委託販売のため、積送した。
　仕　　訳　＊1　　（借）積送品　60　　　（貸）商　　品　60
費用動態観には上述したように論理整合性の問題点が存在する。しかし、＊1では価値
動態観に基づく仕訳では初めに資産ありきであり、借方が資産を意味する積送品で仕訳さ
れており妥当な科目名称である。
②Ｄ社より受託品の半分を38の売価で販売し、代金は掛けとした旨、売上計算書をＧ社
は受け取った（その都度法で仕訳を行う）。
　仕　　訳＊2 　（借）積送売掛金　38　　　（貸）積送品売上　38
　　　　　　 　（借）売上原価　　30　　　（貸）積送品　　　30
＊2 の仕訳の2行目、借方の科目名称が仕入でなく、売上原価である。名称が取引の実
態を表しており売上原価でることを明瞭に読み取れる。
③Ｃ社は残りの商品については、Ｄ社より返品を受けた。
　仕　　訳＊3 　（借）商　　品　30　　　　（貸）積送品　　　30
＊3 の仕訳における借方の科目名称が「商品」となっているので、価値の取得を意味
する資産であることが容易に読み取れる。　
このように②にも③にも「仕入」という科目名称は使用されていない。したがって、先
行研究の費用動態観とは異なり、価値動態論に基づく仕訳の場合には、読者が②の仕訳は
販売の成立により売上原価30億円が確定したことを、③の仕訳では借方の科目名称が「商
品」とされているので、この30億円は資産である価値の取得を意味する商品が到着したこ
とを容易に読み取ることができる。
④期首商品60億円、期末商品30億円とする。
　期首商品仕訳＊4　　（借）商　　品　60　　　（貸）前期繰越　60
　期末商品仕訳＊5　　（借）次期繰越　30　　　（貸）商　　品　30
上記の仕訳はその都度法といわれる仕訳であるが、この一連の取引を期末一括法で仕訳
する場合には、③の＊3の仕訳は行わずに、決算日に＊6の仕訳が次のように加わるのであ
る。なお、＊4の仕訳は期首に、＊5と6の仕訳は期末に行う。
　期首商品仕訳＊4　　（借）商　　品　60　　　（貸）前期繰越　60
　期末商品仕訳＊5　　（借）次期繰越　30　　　（貸）商　　品　30
　売上原価仕訳＊6　　（借）売上原価　30　　　（貸）商　　品　30
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（2）価値動態観に基づく委託販売の転記
次に、勘定記入を行う。仕訳はその都度法とする。
積　送　品
商　品 60 売上原価 30
商　品 30
商　　品
前期繰越 60 積送品 60
積送品 30 次期繰越 40
売上原価
積送品 30 損　益 30
売　　上
損　益 38 売掛金 38
損　　益
売上原価＊7 30 売　上＊8 38
売上総利益 8
このように損益元帳の＊7の借方に表示されている科目名称が「仕入」ではなく、売上
原価が使用されているので、この＊7の売上原価30億円と＊8の売上38億円とを比較すれば、
専門知識がなくても売上総利益８億円に至るまでのプロセスも含めて理解が容易である。
（3）価値動態観に基づく委託販売の精算表　
また、精算表の記入は次のようになる。
精　算　表（単位億円）
残高試算表 修正記入 損益計算書 貸借対照表
商 　 品 60 ③30 ①60 30
積　 送　 品 ①60 ②30
③30
売 　 上 ②38 ②38
売 上 原 価 ②30 ②30
売 上 総 利 益 8
価値動態論に基づく精算表では、残高試算表欄に表示されている商品の借方60億円に
③の積送品の戻り額分30億円を加算した合計90億円から、①の60億円を差し引いた差額
30億円が資産として貸借対照表の借方へ移記される。残高試算表欄に表示されている積送
品の借方①の60億円は②の売上原価30億円、③の売れ残り品30億円と相殺されて０となり、
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ここで積送品の数字の流れは完了である。
修正記入欄の売上原価の行に表示されている②の30億円は販売された商品の売上原価で
あり損益計算書の借方へ費用として移記される。売上38億円は収益であるから損益計算書
の貸方へ計上される。この貸方の売上収益38億円と借方の売上原価30億円との差が売上総
利益８億円である。価値動態論に基づく精算表の方が先行研究の費用動態観に比べると、
数字の流れも容易に読み取れるであろう。なお、解答としては、次の精算表も正解である。
精　算　表（単位億円）
残高試算表 修正記入 損益計算書 貸借対照表
商 　 品 60 ②30 30
売 　 上 38 38
売 上 原 価 ②30 30
売 上 総 利 益 8
おわりに
先行研究の費用動態観では商品売買の処理に「仕入」という科目名称が使用される。現
金などの目に見えるストック概念に慣れている読者にとって、フロー概念の「費用」＝「仕
入」にはなじみにくく、仕入原価を意味する仕入と売上原価を意味する仕入の見極めは容
易ではないのである。また、費用動態観には試用品売買、未着品売買、委託販売などの会
計処理で指摘したように、商品の購入時には費用概念の「仕入」で仕訳が行われるので、
観点の首尾一貫性、仕訳の論理整合性に大きな問題点が内在しているのである。現金につ
いても、期末時点で保有している現金が「費用の塊」との立論を理解することは容易では
ない。そこで、本稿では現金をはじめとする財貨を「価値の塊」＝「価値要素」＝「価値」
とみる価値動態観を採択し、論理を展開したしだいである。広くご批判をいただければ幸
甚である。
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